
令和６年度税制改正（県税関係）のあらまし

◎　令和６年度分の個人住民税所得割額から，納税者及び配偶者を含めた扶養家族１人につき
　１万円の減税を実施。
　※ 納税者の合計所得金額が1,805万円（給与収入2,000万円）以下の場合に限る。
　※ 定額減税による個人住民税所得割の減収額については，全額国費で補塡する。

◎　外形標準課税の適用対象法人の見直し
≪減資への対応≫〔令和７年４月１日施行〕
　○ 外形標準課税の対象法人について，現行基準（資本金１億円超）を維持した上で，当分
　　の間，前事業年度に外形標準課税の対象であった法人であって，当該事業年度に資本金
　　１億円以下で，資本金と資本剰余金の合計額が10億円を超えるものは，外形標準課税の
　　対象とする。

≪100％子法人等への対応≫〔令和８年４月１日施行〕
　○ 資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人等の100％子法人等のうち，資本金
　　１億円以下で，資本金と資本剰余金の合計額が２億円を超えるものは，外形標準課税の
　　対象とする。

◎ 賃上げ促進税制〔令和６年４月１日施行〕
　○ 法人税における賃上げへの対応に合わせ，継続雇用者の給与総額の対前年度増加率に
　　係る適用要件等を見直した上で，雇用者全体の給与総額の増加額を付加価値額から控除
　　する措置を講ずる。（３年間の時限措置）

◎　不動産取得税の特例税率等
　○ 住宅及び土地に係る税率の特例措置（４％→３％）を３年延長。
　○ 宅地評価土地に係る課税標準の特例措置（２分の１）を３年延長。

◎ 鉄道事業者が鉄道事業再構築事業により譲渡を受けた不動産に係る非課税措置を創設。
（不動産取得税）

◎ 軽油引取税の課税免除の特例措置について，船舶の一部（※）を除外した上，３年延長。
（軽油引取税）
　※　マリンレジャー等に使われる自家用船舶（いわゆる「プレジャーボート」）を政令で規定。

１　定額減税〔令和６年４月１日施行〕

２　外形標準課税

３　主な税負担軽減措置等

令和６年度税制改正（県税関係）のあらまし


